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部および南部に位置し，東西約 8.5 km, 南北約 10 km にわ
たって広がっている。南方にそびえる標高 2,211 m の Salak
山の北麓地帯で，14 村の標高は南が高く，北に行くに従っ
て低くなる。土壌的には Qvsb（Benteng 村，Neglasari 村，























　次いで，表 1 はこれら IPB14 村の土地利用や社会経済指
標を示したもので，ボゴール農村の実情を知るために有益
なデータである。以下の諸点に注目したい。第 1 に，14 村
のうち 11 村はボゴール郡（Kecamatan Bogor），3 村はボ







　第 2 に，これら 14 村の総人口は約 12 万 6 千人で，平均
人口密度は 40.6 人/ha（4,060 人/km2）である。日本では，
「市区町村の区域内で人口密度が 4,000 人/km2 以上の基本
単位区が互いに隣接して人口が 5,000 人以上となる地区」








る。最も高いのは Ciherang 村で，全世帯の 77.2% に達し
ており，次いで，Dramaga 村の 65.7% である。一方，貧
困世帯比率が最も低いのは Cikarawang 村で僅か 5.2%，ま
た Cihideung Ilir 村で 6.6% である。インドネシアの所得

















祉世帯と福祉世帯の 2 段階の合算値で 1 か月の所得が 170







び Situgede の 4 村は，貧困世帯比率が 30％未満と低い数
値になっている。しかし，水田比率が次に高い Neglasari









の 6 変数を用いて主成分分析を行った。表 2 に固有値と寄
与率を示した。固有値が 1 以上となる第 2 主成分までで約
74％の累積寄与率となった。第 2 主成分までの主成分負荷
量をみると，第 1 主成分では，水田面積率（％），水田面積
（ha），貧困世帯数が 0.7 を超えており，第 2 主成分では人
口密度（人/ha）と非農耕地面積（ha）の負荷量が高かっ
た（表 3）。すなわち，第 1 主成分は農業の指標，第 2 主成
分は人口密度と非農業部門の指標とみなすことができる。
　図 2 に第 1 主成分と第 2 主成分の主成分得点を示した。
第 1 主成分の得点が最も高い村は Babakan, Petir, 最も低
い村は Dramaga であった。第 2 主成分の最も高い村は
Babakan, 低い村は Cikarawang であった。表 4 に示した
主たる産業が農業である村は図 2 の左側に，流通とサービ
スである村は右側に位置する傾向がみられる。また，下線







表 3　各変数の第 2 主成分までの主成分負荷量
図 2　主成分 1×主成分 2 の主成分得点
各村の主たる産業：◆農業，○流通，＋サービス，△その他
下線は，貧困世帯率 40％以上を示す
表 1　ボゴール地域の 14 村の行政区分，面積および人口
174 宮浦・稲泉・藤本・横田・志和地・馬場
明らかになった。




の認識から，14 村のうち貧困率の高い 5 村を抽出し，各村
の社会文化的特徴を協議した結果，サービス業に特化して
いる Chiherang 村を除き，特徴の異なった Petir, Neglasari, 
Benteng, Dramaga 村の 4 つを候補地に選出した。Dramaga
村もサービス業が主であるが，食品加工を行う取り組みが
あるため候補地に加えた。
　第二段階として，この 4 村から対象とする 1 村を抽出す


















































　Petir 村の農家数は約 430 戸で，家畜飼育はヤギが主流



























ては，60 万ルピアで子羊を購入し，6 か月間の飼育後に 1
頭 130 万ルピアで販売する。大きな羊は，1 頭 200 万ルピ
アになるという。一方，普通サイズのヤギの場合は，70
万ルピアで子ヤギを購入し，6 か月間の飼育後に 1 頭 180
万から 200 万ルピアで販売できる。この村では，羊よりヤ



















述べる。水深を 1～1.5 m にし，稚魚を 1,100 匹投入する。
1 匹あたり 3 か月で 1 kg の餌を必要とするので，1,100 匹
で 1.1 トンの餌を要する。朝 7～9 時と夕方 4 時ごろの 2 回
給餌する。8 か月間の死亡率は 15％で，1 kg にまで成長す
るのは 6 割程度である。789 という種類の飼料は，18.7 万
ルピア/30 kg である。基本的には，魚の密度は 10 匹/m3





















































































































































































































のうち 36.8％にあたる 1,146 ha が水田であるが，ここに



























　IPB はボゴール市街地から約 20 キロ離れたダルマガ
キャンパスへ移設して以来，周辺農村への実学的な教育研
究活動を強化してきた。その活動の一環として 2008 年か
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agriculture, we set out  to evolve a more diversified agriculture with special regional products  for  the 
elimination of poverty through the  improvement of  the household economy of small scale  farms.   This 
study aims to select a research site to integrate socio-economic as well as agroecological approaches as a 
practical science to find a new direction toward sustainable regional agriculture.




rural communities by  interviewing village officers and  farmers.   The potential  for rural development 
based on diversified agroecosystems was considered and finally one village was selected.   Agricultural 
issues in the intended village were overviewed and the direction of further research clarified.
Key words：Agroecology, Regional Development, Regional Agricultural Research, Research Site Selection, 
Agricultural Diversity
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